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【i-Construction幹事会】 i-Construction推進（ＩＣＴの全面的な活用）
関東地方整備局

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

担い手確保・新３Ｋへの転換・企業の経営環境改善を目指し、建設現場の生産性向上を図る。

トップランナー施策の一つとして建設現場におけるＩＣＴの全面的活用を推進。

目標

取組内容

H２８年度より「ICT土工」の普及促進に着手、実施にあたり必要となる「ICT活用工事」の発注方針、「積算要領」、
「技術基準類」の策定・改定を適宜実施。

ICT活用工事の対象工種拡大と、「カイゼン」継続により普及促進、建設生産性向上を図る。

AfterBefore

・ICT施工の普及拡大
・小規模施工へのICT活用促進
・地方公共団体へのICT活用促進

・ICTの全面的活用を開始 ・ICT適用範囲を拡大し、建設生産
システム全体の生産性向上に寄与

２０２５年建設業生産性
２割向上(未来投資会議）
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関東地方整備局
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【i-Construction幹事会】 i-Construction推進（ＩＣＴの全面的な活用）

実施項目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

ICT施工技術活用推進部会
（ICT施工実施方針策定）

関東i-Construction推進協議会
（直轄以外へのICT施工普及）

都県i-Construction推進連絡会

埼玉県地域建設業
ICT推進検討協議会

ICT活用支援
・ICT活用課題検討（実現場（小規
模工事）における導入効果検証）

人材育成の取組

・ICT活用工事普及拡大（工事現場（小規模工事）によるＩＣＴ導入効果検証）
→ ・工事現場における小規模工事を対象としたICT導入の効果検証を実施

・「小規模工事ＩＣＴ施工活用の手引き（案）」の見直し
・ICT施工に関わる人材育成（地方公共団体、中小建設業へのICT活用に関わる情報発信）
→ ・ICTアドバイザーの追加募集により受発注者への支援体制を拡充（継続）

・「よくある問合せ（Ｑ＆Ａ集）」を作成しＨＰで公表予定
→ ・研修・講習会のWEB活用、ICTアドバイザー等参画のWEBセミナーによる情報発信（継続）

・より実践的なスキル向上のため、実地研修を開催予定
・研修/講習の動画アーカイブ化のため、素材収集及び公開用動画を作成しＨＰで公表予定

Ｒ４実施目標・予定

Ｒ４取組スケジュール

Ｒ４実施方針策定部会
(4/21)

実施(4/28～)

基礎研修5月

Webセミナー6月

計測講習4回7月基礎研修6月

Webセミナー10月

基礎研修9月

実践研修9月

無人化施工講習8月

連絡会
情報共有（随時）

推進協議会（幹事会）
(5/18) 情報共有（随時）

都県連絡会開催
（本局も参画）

実践研修5月 実践研修6月

Webセミナー2月

施工講習2回8月

小規模工事を対象としたICT導入効果検証

研修・講習の動画アーカイブ化

i-Construction推進協議会へ

水平展開

協議会3月
随時

WG

手引き(案)の見直し

アドバイザー メールセンタ－ アドバイザー追加認定12月 アドバイザー感謝状贈呈1月「よくある問合せ（Q&A集）」HP公表7月

（R4新規）

（R4新規）



【i-Construction幹事会】 ＩＣＴ施工推進ロードマップ（案）
関東地方整備局

ＩＣＴ施工技術活用推進部会

Ｈ２８ ～
（２０１７ ～）

Ｒ２
（２０２０）

Ｒ３
（２０２１）

Ｒ４
（２０２２）

Ｒ５
（２０２３）

Ｒ６
（２０２４）

Ｒ７
（２０２５）

人材育成

基準類
策定

工種展開

監督検査要領
出来形管理要領
積算基準類

小規模施工におけるICT活用推進

ICT導入情報提供、：アドバイザー：メールセンター

埼玉協議会（構成：埼玉県、さいたま市、埼玉建設業協会）

職員研修（年：120人）

自治体職員研修（職員研修に含む）

施工者講習（年：140人、WEB受講及びWEBセミナーと連携）

WEBセミナー（年：1000→2000人）

３Ｄデータ内製化支援

協議会（構成：各区都県・政令市・独法人）

連絡会（構成：各都県代表事務所、各都県、政令市、各都県建設業協会）

自治体・
施工者
連携

支援策

土工～ 12工種9工種 15工種

3※R７年受講者数はR3実績をふまえた目標値（5年分）

自治体発注
工事における
ＩＣＴ活用促進

WEB受講も実施し参加を拡大（年：250人以上） 1,250名以上受講

700名受講

10,000名以上受講

「３次元設計データ作成の内製化実現のための手引き（案）」

「小規模工事ICT施工活用の手引き（案）」

直轄工事受注
者（Ｃ・Ｄクラ
ス）におけるＩ
ＣＴ活用促進

研修/講習の動画アーカイブ化



【i-Construction幹事会】 令和４年度活動状況（ICT施工技術活用推進部会）
関東地方整備局

１．開催日時
令和4年4月21日（木） 14:30～16:00

２．出席者
企画部長、企画部技術調整管理官
企画部工事品質調整官、企画部総括技術検査官
企画部建設情報・施工高度化技術調整官
企画部技術管理課長、河川部河川工事課長
道路部道路工事課長、港湾空港部海洋環境・技術課長
関東技術事務所長

３．議事
・ICT施工技術の取組について
・令和4年度ICT活用工事の実施方針（案）について

４．議事概要
・令和４年度ICT活用の実施方針（案）について審議いた
だき、これに基づいて取組を進めることを了承頂いた。

５．開催状況

議 事 概 要
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令和4年度実施方針

【ICT活用工事発注方針について】
○ICT土工の適用範囲拡大

・土工量1,000m3未満の適用
○12工種から15工種へ工種拡大等

・構造物工（橋梁上部、基礎工、擁壁工）、小規模工事の追加

【ICT施工技術の活用を推進する取組について】
○小規模工事ICT施工活用の手引き（案）

・令和4年3月31日に公表した「小規模工事ICT施工活用の手引き（案）」
について、実現場での実証を踏まえ適宜見直しを実施

○関東ICTアドバイザー制度
・令和4年度も引き続きICTアドバイザーの追加募集を実施するととも
に、アドバイザーの活動に対して感謝状を贈呈

○人材育成
・研修・講習会について動画をアーカイブ化し、公開用動画の作成
を実施

・土工 ：適用範囲拡大（土工量1000㎥未満の適用）
・法面工 ：工種拡大（法面整形工の追加）
・舗装工（修繕工）：工種拡大（路面切削工の追加）
・構造物工：工種拡大（橋脚・橋台、基礎工、擁壁工）

：試行（橋梁上部工）
上記以外の工種については、令和３年度より変更なし



【i-Construction幹事会】 令和４年度活動状況（関東i-Construction推進協議会）
関東地方整備局

１．開催日時
令和4年5月18日（水） 10:00～12:00

２．出席者
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都
神奈川県、山梨県、長野県、さいたま市、千葉市
横浜市、川崎市、相模原市
東日本高速道路(株)関東支社
中日本高速道路(株)東京支社、首都高速道路(株)
（独）都市再生機構、（独）水資源機構、
地方共同法人日本下水道事業団
関東地方整備局

３．議事
・関東地方整備局の取組（ICT、BIM/CIM、インフラDX）
・各機関からの取組（ICT、インフラDX）

４．議事概要
・各機関からICT、インフラDXの好事例について報告を
行い、情報交換を実施。

５．開催状況

議 事 概 要 各機関からの好事例
（小規模工事におけるICT普及促進の取組）

○茨城県（チャレンジいばらき 簡単活用型）
【活用イメージ】
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【ICT活用プロセス】

3次元設計データの作成を必須とし、
ICT施工又は出来形管理を選択

○群馬県（【群馬県版】小規模ICT活用工事）

小規模施工のため、施工については、
通常建機での施工を実施

【ICT活用プロセス】

通常建機の施工でも可

○山梨県（ICTモデル施工を実施） 狭隘な場所での小規模工事（側溝の設置）

【モデル施工による検証結果】
○ＭＧによる施工は、丁張作業が不要なため効率的。
○MGに入力する３次元データは現場の技術者が施工
方法に合わせて作成する必要がある。

○ＴＳによる出来型管理は、少ない時間・人数で実施。

⼯事の流れ TS ： トータルステーションの略
LS ： レーザースキャナーの略
出来形用TS ： 国交省が別途規定する機能及び

性能を有したトータルステーションの略


